
定  款 

 

   第１章  総   則 

 

 （目 的） 

第１条 この組合は、組合員が協同してその経済的社会的地位の向上並びに森林の保続培養及び森

林生産力の増進を図ることを目的とする。 

 

 （事 業） 

第２条 この組合は、組合員のため次に掲げる事業を行う。 

 １ 組合員のためにする森林の経営に関する指導 

 ２ 組合員の委託を受けて行う森林の施業及び経営 

 ３ 組合員の所有する森林の経営を目的とする信託の引受け 

 ４ 鳥獣害の防止、病害虫の防除その他組合員の森林の保護に関する事業 

 ５ 組合員の行う林業その他の事業及びその生活に必要な資金の貸付け 

 ６ 組合員の行う林業その他の事業及びその生活に必要な物資の供給 

 ７ 組合員の生産する林産物その他の物資の運搬、加工、保管又は販売（第９号に掲げるものを

除く。） 

 ８ 組合員の生産する林産物を材料とする建物その他の工作物の建設及び売渡し 

 ９ 組合員の生産する環境緑化木（林産物以外の木竹及びその種苗で、環境の整備の用に供され

るものをいう。）の採取、育成、運搬、加工、保管及び販売 

 10  組合員の行う林業に必要な種苗の採取若しくは育成又は林道の設置その他組合員の行う林業

その他の事業又は生活に必要な共同利用施設の設置 

  11 森林施業の共同化その他林業労働の効率の増進に関する事業 

 12 組合員の行う林業の目的に供するための土地（その上にある立木竹を含む。）の売渡し、貸

付け及び交換 

 13 組合員が森林所有者（権原に基づき、森林の土地の上に木竹を所有し、及び育成することが

できる者をいう。以下同じ。）である森林で公衆の保健の用に供するものの保健機能の増進に

関する事業 

 14 組合員が森林所有者である森林で教育の用に供するものの教育機能の増進に関する事業 

 15 組合員の労働力を利用して行う林産物その他の物資の加工に関する事業 

 16 組合員の労働力を利用して行う食用きのこその他の林産物の生産に関する事業 

 17 組合員のための森林経営計画の作成 

 18 組合員の林業労働に係る安全及び衛生に関する事業 

 19 組合員の福利厚生に関する事業 

 20 林業に関する組合員の技術の向上及び組合の事業に関する組合員の知識の向上を図るための

教育並びに組合員に対する一般的情報の提供 

 21 組合員の経済的地位の改善のためにする団体協約の締結 

 22 国立研究開発法人森林研究・整備機構法（平成１１年法律第１９８号）の規定に基づいて行

う森林保険に関する業務 

 23 農林中央金庫及び福井銀行並びに地区内農業協同組合に対する組合員の負担する債務の保証



又はこれらの金融機関の委任を受けてする債権の取立て 

 24 独立行政法人農林漁業信用基金の業務の代理 

 25 林業・木材産業改善資金助成法（昭和51年法律第42号）の規定に基づき、福井県の委託を受

けてするその債権の保全及び取り立て 

 26 第１号から第21号までに掲げる事業に附帯する事業 

② この組合は、前項に掲げるもののほか、次に掲げる事業を行う。 

 １ 組合員の委託を受けて行うその所有に係る転用相当林地（森林の土地で林業以外の目的に供

されることが相当と認められるもの（これに附帯するその他の土地を含む。）をいう。以下同

じ。）の売渡し及び区画形質の変更の事業並びに組合員からのその所有に係る転用相当林地の

買入れ及びその買入れに係る土地の売渡し（当該土地の区画形質を変更してする売渡しを含

む。）の事業 

 ２ 森林の保続培養及び森林生産力の増進を期するためには一体として整備することが相当と認

められる森林（組合の地区内にあるものに限る。）に係る森林所有者である組合員が協定を締

結して行う森林施業の共同化に関する規程（以下「共同施業規程」という。）の制定及び当該

協定への参加の勧奨の事業 

 ３ 林業を行う組合員の利益の増進又は森林の保続培養及び森林生産力の増進を期するためにこ

の組合が自ら経営することが相当と認められる森林で，この組合の地区内にあるもの及びこれ

に併せて経営することを相当とするこの組合の地区外にあるものについての森林の経営（委託

又は信託を受けて行うものを除く。）及びこれに附帯する事業 

 ４ 組合員のための木材安定供給確保事業に関する計画の作成 

 

 （名 称） 

第３条 この組合は、坂井森林組合という。 

 

 （地 区） 

第４条 この組合の地区は、福井県坂井市、あわら市の区域とする。 

 

 （事務所の所在地） 

第５条 この組合の事務所は、福井県あわら市御簾尾第１５号６番地に置く。 

 

 （公告の方法） 

第６条 この組合の公告は、この組合の掲示場に掲示してこれをする。 

② 出資一口の金額の減少、又は合併又は分割（吸収分割又は新設分割をいう。以下同じ。）

をする場合は、官報に公告するものとする。 

③ 前２項の公告の内容は、福井新聞に掲載するものとする。 

④ 第１項の規定による方法により公告をする場合には、次の各号に定める区分に応じ、当該

各号に定める日までの間、継続して公告をしなければならない。 

１ 出資一口の金額の減少、合併又分割の公告 公告に定める異議を述べることができる期間を

経過する日（ただし、当該期間は１月を下ることができない。） 

２ 前号に掲げる公告以外の公告 当該公告の開始後１月を経過する日 

 



第６条の２ 出資一口の金額の減少、合併又は分割をする場合には、前条第２項に規定する官報の

公告のほか、知れている債権者には、各別にこれを催告しなければならない。ただし、前条第３項

の規定により福井新聞に掲載して公告をするときは、この限りでない。 

 

 

   第２章  組 合 員 

 

 （組合員の資格） 

第７条 この組合の組合員は、正組合員及び准組合員とする。 

② 次に掲げる者は、この組合の正組合員となることができる。 

 １ この組合の地区内にある１０アール以上の森林の森林所有者である個人（当該個人の推定相

続人で当該個人が森林所有者である森林についてその委託を受けて森林の経営を行うもののう

ち、当該個人が指定する１人の者（以下「後継者」という。）を含む。以下同じ。） 

 ２ この組合の地区に隣接する市町村にある１０アール以上の森林の森林所有者である個人であ

って、この組合の地区内に住所を有するもの 

 ３ この組合の地区内にある森林の森林所有者である生産森林組合又は１０アール以上の森林の

森林所有者である法人（生産森林組合を除く。） 

 ４ この組合の地区に隣接する市町村にある森林の森林所有者である生産森林組合又は１０アー

ル以上の）森林の森林所有者である法人（生産森林組合を除く。）であって、この組合の地区

内に住所を有するもの 

③ 次に掲げる者は、この組合の准組合員となることができる。 

 １ 前項各号に掲げる者又はこの組合が主たる構成員又は出資者となっている団体（前項第３号

及び第４号に掲げるものを除く。） 

 ２ この組合の地区内において林業を行う者又はこれに従事する者で、この組合の事業を利用す

ることが相当であると認められるもの（前項各号及び前号に掲げる者を除く。） 

 ３ この組合からその事業に係る物資の供給又は役務の提供を継続して受けている者でこの組合

の事業を利用することが相当であると認められるもの（前項各号及び前２号に掲げる者を除

く。） 

④ 組合員になろうとする者が組合員である資格を有するか否か明らかでないときは、理事会

の決議によってこれを決する。 

 

 （加 入） 

第８条 この組合の組合員になろうとする者は、氏名又は名称及び住所並びに引き受けようとする

出資口数を記載した加入申込書を組合に提出しなければならない。この場合においては、暴

力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下この項において「暴力団員」という。）又は暴力団員で

なくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）又は暴力団員等がその事業活動

を支配する者に該当しないことの表明及び将来にわたっても該当しないことの確約を記載し

なければならない。 

② 後継者にあっては，加入申込書に当該森林所有者の推定相続人であること、当該森林所有

者の委託を受けて森林の経営を行うものであること及び当該森林所有者が指定する者である



ことを証する書面を添付しなければならない。 

③ 生産森林組合その他の団体にあっては、加入申込書に次に掲げる書類を添付しなければな

らない。 

 １ 定款又はこれに代わるべき書類 

 ２ 加入についての総会の議事録の抄本等当該団体の加入意思を証する書面 

 ３ 代表者の氏名及び住所を記載した書面 

④ この組合は、第１項の規定により加入の申込みを受け、これを承諾しようとするときは、

その旨を申込者に通知する。 

⑤ この組合は、前項の規定により加入を承諾する旨の通知を受けた申込者に出資の払込みを

させるとともに、遅滞なく組合員名簿に記載する。 

⑥ 申込者は、前項の規定による出資の払込及び加入金の支払をすることによって組合員とな

る。 

 

 （持分の譲渡制限） 

第９条 組合員は、この組合の承認を得なければ、その持分を譲り渡すことができない。 

② 組合員でないものが持分を譲り受けようとするときは、前条の規定の例による。ただし、

同条第５項の出資の払込みをさせない。 

 

 （相続加入） 

第10条 組合員の相続人であって、組合員である資格を有するもの（相続人であって組合員である

資格を有するものが数人あるときは、相続人の同意をもって選定された１人の相続人）が相

続開始後90日以内にこの組合に加入の申出をしたときは、相続開始の時に組合員になったも

のとみなす。この場合には、被相続人の持分についての権利義務を承継する。 

 

 （加入の承諾の停止） 

第11条 この組合は、前条の加入の場合を除き、総会の日の２週間前から総会終了までの間は、加

入の承諾をしないものとする。 

 

 （届出義務） 

第12条 組合員がその資格を失い、又は氏名若しくは名称、住所、組合員である法人の定款若しく

は役員若しくは組合員である団体の規約若しくは役員の変更があったときは，直ちにその旨

をこの組合に届け出なければならない。 

 

 （脱 退） 

第13条 組合員は、事業年度末の60日前までにこの組合に書面により脱退の予告をし、その事業年

度末に脱退することができる。 

 

 （除 名） 

第14条 組合員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の決議を経てこれを除名することが

できる。この場合には、その組合員に対し総会の日の７日前までにその旨を通知し、総会に

おいて弁明する機会を与えなければならない。 



 １ 引き続き５年以上この組合の事業を全く利用しなかったとき。 

 ２ 出資の払込み、賦課金の払込みその他組合に対する義務の履行を怠ったとき。 

 ３ 組合の事業を妨げる行為をしたとき（暴力団員等、暴力団員等がその事業を支配する者又は 

暴力団員等をその業務に従事させ、若しくはその業務の補助者として使用するおそれのある当 

該組合員がこの組合又は他の組合の組合員に損害を与え、又は損害を与えるおそれのある行為 

をしたときを含み、前号又は次号の規定に該当する場合を除く。）。 

 ４ 法令又はこの組合の定款若しくは規約に違反し、その他組合の信用を失わせるような行為を

したとき。 

５ 第８条第１項の表明又は確約に関して虚偽の申告をしたことが判明したとき。 

② 除名を決議したときは、その理由を明らかにした書面をもって、その旨をその組合員に通

知しなければならない。 

 

    第３章 出資、経費分担及び積立金 

 

 （出資義務及び出資の最高限度） 

第15条 組合員は、出資１口以上を持たなければならない。ただし、２００口を超えることができ

ない。 

② この組合に現物出資をする組合員の氏名，出資の目的である財産及びその価額並びにこれ

に対して与える出資口数は、別表のとおりとする。 

 

 （出資１口の金額及び払込みの方法） 

第16条 出資１口の金額は、金５千円とし、５回分割払とする。ただし、全額一時に払い込むこと

を妨げない。 

② 出資第１回の払込金額は、１口につき金１千円以上とし、第２回以後の出資の払込は、第

１回の出資払込の事業年度の次の事業年度から毎事業年度１口につき金１千円以上を払込む

ものとする。ただし、第２回以後の出資の払込みについては、配当する剰余金のうちから払

込みに充てることができる。 

③ 組合員は、第２項の規定による出資の払込みについて、相殺をもってこの組合に対抗する

ことができない。 

 

 （回転出資） 

第17条 組合員は、第71条の規定によりその事業の利用分量に応じて配当される毎事業年度の剰余

金の額に相当する金額を超えない範囲で総会で定める金額を、回転出資金として、５年を限

り、この組合に出資しなければならない。 

 

 （出資口数の増加） 

第18条 出資口数を増加しようとする組合員については、第８条第１項、第４項及び第５項の規定

を準用する。 

 

 （出資口数の減少） 

第19条 組合員は、やむを得ない理由があるときは、あらかじめ書面により組合に通知し、理事会



の決議を経て、事業年度末においてその出資口数を減少することができる。 

 

 （加入金） 

第20条 この組合は、組合に加入する者（持分の譲受け又は相続によって加入した者を除く。）か

ら加入金を徴収する。 

② 前項の加入金に関する事項は、規約で定める。 

 

 （賦課金） 

第21条 この組合は、第２条第１項第１号、第４号、第10号及び第17号から第21号までの事業並び

にこれらの事業に附帯する事業の経費に充てるため、組合員に経費を賦課することができる。 

② 前項の賦課金の額、徴収時期及び徴収方法は、総会で定める。 

③ 前２項の規定により既に徴収した賦課金は、これを返還しない。 

 

 （使用料又は手数料） 

第22条 この組合は、その行う事業について使用料又は手数料を徴収することができる。 

② 前項の使用料又は手数料に関する事項は、規約で定める。 

 

 （分担金） 

第23条 この組合が森林組合法（以下「法」という。）第25条〔分担金〕の規定により員外者に分

担金を課するため同条第１項の認可を受けようとするときは、あらかじめ総会の決議を経な

ければならない。 

 

 （過怠金） 

第24条 組合員が出資又は賦課金の払込みを怠ったときは、組合は、払込予定金額に対し払込期限

の翌日から払込完了の日まで年14.6パーセントの割合で組合員から過怠金を徴収することが

できる。 

 

 （法定準備金） 

第25条 この組合は、損失の填補に充てるため、出資金の総額の２倍に相当する金額に達するまで、

毎事業年度の剰余金（繰越損失のある場合には、これを填補した後の残額。以下同じ。）の

５分の１以上を法定準備金として積み立てなければならない。 

 

 （資本準備金） 

第26条 この組合は、次の各号に掲げる金額を資本準備金として積み立てるものとする。 

 １ 徴収した加入金の額 

 ２ 合併差益 

 ３ 分割差益 

 ４ 減資差益 

② 前項の資本準備金は、損失の填補に充てるほか、取り崩してはならない。 

 

 （任意積立金） 



第27条 この組合は，剰余金から任意積立金を積み立てることができる。 

② 任意積立金は、損失の填補又はこの組合の事業の改善発達のための支出に充てるものとす

る。ただし、総会の決議による場合は、この限りでない。 

 

 （職員退職給付引当金） 

第28条 この組合は、職員退職給付規程の定めるところにより、毎事業年度職員退職給付引当金を

引き当てる。 

② 職員退職給付規程は、理事会の決議により定める。 

 

 （法定繰越金） 

第29条 この組合は、第２条第１項第１号及び第20号の事業の費用に充てるため、毎事業年度の剰

余金の20分の１以上を指導、教育及び情報提供の事業資金として翌事業年度に繰り越さなけ

ればならない。 

 

 （持 分） 

第30条 この組合の財産についての組合員の持分は、事業年度末において、次の標準により定める。 

 １ 払込済出資金（回転出資金を除く。以下同じ。）の総額に相当する財産については、各組合

員の払込済出資額（回転出資金の額を除く。以下同じ。）とする。ただし、その財産が払込済

出資金の総額より減少したときは、各組合員の出資額（回転出資金の額を除く。）に応じて減

額して算定する。 

 ２ 回転出資金の総額に相当する財産については、各組合員の払い込んだ回転出資金の額に応じ

て事業年度ごとに算定して加算する。ただし、その財産が回転出資金の総額より減少したとき

は、各組合員に算定されている回転出資金の額に応じて減額して算定する。 

 ３ その他の財産については、この組合の解散の場合に限り算定するものとし、その算定の方法

は、総会で定める。 

② 持分を算定するに当たり、計算の基礎となる金額で１円未満のものは、切り捨てる。 

 

 （持分の払戻し） 

第31条 組合員が脱退した場合には、前条第１項第１号及び第２号の規定により算定した持分の払

戻しをする。ただし、除名により脱退した場合には、同項第１号及び第２号の規定により算

出した持分額の２分の１とする。 

② 組合員が出資口数を減少した場合には、前条第１項第１号の規定により算定した持分額の

うち減少した出資口数に応ずる持分額の払戻しをする。 

③ 脱退した組合員が、この組合に対して払い込むべき債務を有するときは、組合は第１ 

項の規定により払い戻すべき額と相殺するものとする。 

 

   第４章  役 職 員 

 

 （役員の定数） 

第32条 この組合に、役員として理事１４人、監事３人を置く。 

 



 （役員の選任） 

第33条 役員の選任は、附属書役員選任規程の定めるところにより行う。 

 

  （代表理事） 

第34条 組合を代表すべき理事は、理事会の決議により理事のうちから選任する。 

 

 （組合長、副組合長、専務理事及び常務理事） 

第35条 理事のうちから組合長１人を理事会の決議により選任する。ただし、正組合員である個人 

   及び正組合員である生産森林組合の理事以外の者から選出された理事は，組合長となること 

   ができない。 

② 副組合長及び専務理事、常務理事は、必要に応じ、理事会の決議により理事のうちから選

任することができる。 

③ 組合長は、組合の業務を統括する。 

④ 副組合長は、組合長を補佐してこの組合の業務を処理し、あらかじめ理事会の決議により

定められた順位に従い、組合長に事故あるときはその職務を代理し、組合長欠員のときはそ

の職務を行う。 

⑤ 専務理事は、組合長、副組合長を補佐してこの組合の業務を処理し、あらかじめ理事会の

決議により定められた順位に従い、組合長及び副組合長に事故あるときはその職務を代理し、

組合長、副組合長欠員のときはその職務を行う。 

⑥ 常務理事は、組合長、副組合長及び専務理事を補佐してこの組合の業務を処理し、あらか

じめ理事会の決議により定められた順位に従い、組合長、副組合長及び専務理事に事故ある

ときはその職務を代理し、組合長、副組合長及び専務理事欠員のときはその職務を行う。 

 

第36条 削除 

 

 （役員の職務遂行義務） 

第37条 役員は、法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款、規約、信託規程、林地処分事業

実施規程、共同施業規程及び森林経営規程並びに総会の決議を遵守し、この組合のため忠実

にその職務を遂行しなければならない。 

 

 （理事の職務等） 

第37条の２ 理事は、組合に回復することができない損害を及ぼすおそれのある事実があることを

発見したときは、直ちに、当該事実を監事に報告しなければならない。 

② 理事は、次に掲げる場合には、理事会において、当該取引につき重要な事実を開示し、そ 

の承認を受けなければならない。 

 １ 理事が自己又は第三者のために組合と取引をしようとするとき。 

 ２ 組合が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間において組合と当該理事との 

利益が相反する取引をしようとするとき。 

  ③ 民法（明治29年法律第89号）第108条の規定は、前項の承認を受けた同項各号の取引に 

ついては、適用しない。 

④ 第２項各号の取引をした理事は、当該取引後、遅滞なく、当該取引についての重要な事実 



 を理事会に報告しなければならない。 

  

  （監事の職務） 

第37条の３ 監事は、理事の職務の執行を監査し、監査報告を作成しなければならない。 

② 監事は、いつでも理事及び参事その他の使用人に対し事業の報告を求め、又は組合の業務

及び財産の状況を調査することができる。 

③ 監事は、理事から計算関係書類等（計算書類（貸借対照表，損益計算書，剰余金処分案又

は損失処理案及び注記表をいう。以下次条及び第38条までにおいて同じ。）及び事業報告並

びにこれらの附属明細書をいう。以下次条までにおいて同じ。）を受領したときは、監査報

告を作成しなければならない。 

④ 監事は、理事が総会に提出しようとする議案及び書類、電磁的記録その他の資料を調査し

なければならない。この場合において、法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項

があると認めるときは、総会にその調査の結果を報告しなければならない。   

⑤ 監事は、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき又は

法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞な

く、その旨を理事会に報告しなければならない。 

⑥ 前項の場合において必要があると認めるときは、監事は理事会の招集を請求することがで

きる。 

⑦ 第59条の２第４項の規定は、前項の請求があった場合にこれを準用する。 

⑧ 監事は、理事会に出席し、必要あると認めるときは、意見を述べなければならない。 

⑨ 理事が組合の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為をし、又はこれ

らの行為をするおそれがある場合において、これにより組合に著しい損害を生ずるおそれが

あるときは、監事は、理事に対しその行為をやめることを請求することができる。 

⑩ 監査についての細則は、監事がこれを定める。 

⑪ 前項の細則は、総会の決議を経なければならない。 

 

 （決算関係書類の承認） 

第37条の４ 監事が前条第３項の規定により作成する監査報告は、次に掲げる事項を記載しなけれ

ばならない。 

１ 監事の監査の方法及びその内容 

２ 計算書類及びその附属明細書が組合の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているかどうかについての意見 

３ 剰余金処分案又は損失処理案が法令又は定款に適合しているかどうかについての意見 

４ 剰余金処分案又は損失処理案が組合の財産の状況その他の事情に照らして著しく不当である

ときは、その旨 

５ 事業報告及びその附属明細書が法令又は定款に従い組合の状況を正しく示しているかどうか

についての意見 

６ 理事の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があった

ときは、その事実 

７ 監査のために必要な調査ができなかったときは、その旨及びその理由 

８ 追記情報 



９ 監査報告を作成した日 

② 監事は、次に掲げる日のいずれか遅い日までに、当該通知を受ける者として定められた理

事又は監査を受けるべき計算関係書類等を作成した理事（以下「特定理事」という。）に対

し、前項に規定する監査報告の内容を通知しなければならない。 

１ 計算書類の全部及び事業報告を受領した日から４週間を経過した日 

２ 計算書類及び事業報告の附属明細書を受領した日から１週間を経過した日 

３ 特定理事及び監事が合意により定めた日があるときは、その日 

③ 監事の監査を受けた計算関係書類等については、理事会の承認を受けなければならない。 

④ 組合長は、通常総会の招集の通知に際して、組合員に対し、前項の計算関係書類等及びそ

の監査報告（以下「決算関係書類」という。）を提供しなければならない。 

⑤ 理事は、決算関係書類を通常総会に提出し、計算書類及び事業報告について、通常総会の

承認を求めなければならない。 

⑥ 理事は、決算関係書類を、通常総会の日の２週間前の日から５年間主たる事務所に備えて

置くとともに、その写しを通常総会の日の２週間前の日から３年間従たる事務所に備えて置

かなければならない。 

 

 （役員の損害賠償責任等） 

第38条 役員は、その任務を怠ったときは、組合に対し、これによって生じた損害を賠償する責任

を負う。 

② 前項の責任の原因となった行為が理事会の決議に基づき行われたときは、その決議に賛成

した理事は、その行為をしたものとみなす。 

③ 役員がその職務を行うについて、悪意又は重大な過失があったときは、当該役員は、これ

によって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。組合の成立の日における貸借対照表、

事業年度ごとの計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書又は監査報告に記載すべき

重要な事項についての虚偽の記載をし、又は虚偽の登記若しくは公告をしたときも同様とす

る。 

④ 役員が組合又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場合において、他の役員も当該

損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者とする。 

 

（役員のために締結される保険契約） 

第38条の２ 組合が、保険者との間で締結する保険契約のうち役員がその職務の執行に関し責任 

を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を 

保険者が塡補することを約するものであって、役員を被保険者とするもの（第３項におい 

て「役員賠償責任保険契約」という。）の内容の決定をするには、理事会の決議によらな 

ければならない。 

② 第37条の２第２項及び第３項の規定は、組合が保険者との間で締結する保険契約のうち 

 役員がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けること 

によって生ずることのある損害を保険者が塡補することを約するものであって、理事を被 

保険者とするものの締結については、適用しない。 

③ 民法第108条の規定は、前項の保険契約の締結については、適用しない。ただし、当該契 

 約が役員賠償責任保険契約である場合には、第１項の決議によってその内容が定められた 



ときに限る。 

  

（役員の改選請求） 

第38条の３ 正組合員は、総正組合員の５分の１以上の連署をもって、その代表者から役員の改選

を請求することができる。 

② 前項の規定による請求は、理事の全員又は監事の全員について同時にしなければならない。

ただし、法令等の違反を理由として改選を請求する場合は、この限りでない。 

③ 第１項の規定による請求は、改選の理由を記載した書面を理事に提出してしなければなら

ない。 

④ 第１項の規定による請求があったときは、理事は、これを総会の議に付さなければならな

い。 

⑤ 第３項の書面の提出があったときは、理事は、総会の日の１週間前までにその請求に係る

役員にその書面又はその写しを送付し、かつ、総会において弁明する機会を与えなければな

らない。 

⑥ 第１項の規定による請求につき第４項の総会において出席者の過半数の同意があったとき

は、その請求に係る役員は、その時にその職を失う。 

 

 （役員の任期） 

第39条 役員の任期は、就任後３年以内の最終決算期に関する通常総会の終了の時までとする。 

② 補欠選任及び再選任並びに法第52条及び第113条第２項の規定による改選により就任した

役員の任期は、退任した役員の残任期間とする。 

③ 前項の規定による就任が、役員の全員に係るときは、その任期は前項の規定にかかわらず、

就任後３年以内の最終決算期に関する通常総会の終了の時までとする。 

④ 役員の数が、その定数を欠くに至った場合においては、任期の満了又は辞任によって退任

した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、なお役員としての権利義務を有する。 

 

 （役員の報酬） 

第40条 理事及び監事の報酬その他の給与は、総会の決議によって定める。 

 

 （参事及び会計主任） 

第41条 この組合に参事及び会計主任各１人を置くことができる。 

② 参事は、理事会の決定により組合の名において行う権限を有する一切の業務を、誠実に善

良なる管理者の注意をもって行わなければならない。 

③ 会計主任は、この組合の財務及び会計に関する事務に従事し、財務及び会計に関する帳簿、

証拠書類等の保管並びに金銭の出納及び保管の責めに任ずる。 

④ 正組合員は、総正組合員の10分の１以上の同意を得て、理事に対し、参事又は会計主任の

解任を請求することができる。 

⑤ 前項の規定による請求は、解任の理由を記載した書面を理事に提出してしなければならな

い。 

⑥ 第４項の規定による請求があったときは、理事会は、当該参事又は会計主任の解任の可否

を決しなければならない。 



⑦ 理事は、前項の可否を決する日の１週間前までに当該参事又は会計主任に第５項の書面又

はその写しを送付し、かつ、弁明する機会を与えなければならない。 

 

 （連合会の行う監査への協力） 

第42条 理事は、福井県森林組合連合会からその監査の対象とする旨の通知を受けたときは、監査

を受けるように努めるとともに、その実施に当たってはこれに協力しなければならない。 

② 理事又は監事は、この組合の業務又は会計の適正な運営に資するため必要があると認める

ときは，福井県森林組合連合会に対し、その監査を受けたい旨を申し出ることができる。 

 

 

   第５章  総   会 

 

 （総会の招集） 

第43条 組合長は、理事会の決議を経て毎事業年度１回２月又は３月に通常総会を招集する。 

② 組合長は、次に掲げる場合に理事会の決議を経て臨時総会を招集する。 

 １ 理事会が必要と認めたとき。 

 ２ 正組合員がその５分の１以上の同意を得て、会議の目的である事項及び招集の理由を記載し

た書面を組合長に提出して総会の招集を請求したとき。 

 ３ 第38条の２第１項の規定により役員の改選を請求したとき。 

③ 前項第２号又は第３号の場合には、理事会は、請求があった日から20日以内に臨時総会の

招集を決しなければならない。 

④ 監事は、次の場合には総会を招集しなければならない。 

 １ 組合長若しくは組合長の職務を代理する者がないとき。 

 ２ 第２項第２号若しくは第３号の請求があった場合において組合長若しくは組合長の職務を代 

理する者が正当な理由がないのに招集の手続をしないとき。 

 

 （総会の招集手続） 

第44条 総会を招集する場合には、理事会の決議により次に掲げる事項を定めなければならない。 

１ 総会の日時及び場所 

２ 総会の目的である事項があるときは、その事項 

３ 総会参考書類に記載すべき事項（森林組合法規則第７８条等に定める事項のほか、定款変更 

に関する議案を提出する場合には、その変更の理由および内容） 

② 総会を招集するには、組合長は、その総会の日の10日前までに、組合員に対して書面をも

ってその通知を発しなければならない。 

③ 前項の通知には、第１項各号に掲げる事項を記載することとし、併せて、正組合員に対し、

次に掲げる事項を記載した議決権行使書面を交付しなければならない。 

１ 各議案についての賛否（棄権の欄を設ける場合にあっては、棄権を含む。）を記載す 

る欄 

２ １人の組合員が同一の議案につき重複して議決権を行使した場合において、当該同一 

の議案に対する議決権の行使の内容が異なるものであるときにおける、当該組合員の議 



決権の行使の取扱いに関する事項 

３ 議決権の行使の期限 

 

 

 （総会の定足数） 

第45条 総会は、正組合員の２分の１以上が出席しなければ議事を開いて決議することが出来ない。 

② 前項に規定する正組合員の出席がないときは、組合長は、20日以内に更に総会を招集しな

ければならない。この場合には、前項の規定にかかわらず、議事を開き決議することができ

る。ただし、第50条各号〔特別決議事項〕に掲げる事項についてはこの限りでない。 

 

 （総会の決議事項） 

第46条 次に掲げる事項は，総会の決議を経なければならない。 

１ 定款の変更 

２ 規約、信託規程、共済規程、林地処分事業実施規程、共同施業規程又は森林経営規程の設定、 

変更又は廃止 

３ 毎事業年度の事業計画の設定又は変更 

４ 経費の賦課及び徴収の方法 

５ 毎事業年度内における借入金の最高限度 

６ 事業の全部の譲渡又は第２条第１項第１号から第４号まで若しくは第６号から第８号ま

で若しくは第11号に掲げる事業の全部若しくは一部の譲渡 

７ 計算書類（貸借対照表、損益計算書、剰余金処分案又は損失処理案及び注記表をいう。）及

び事業報告 

８ １組合員及び１の組合員以外の者に対する貸付金額の最高限度 

９ 分担金の徴収及びその方法 

10 １組合員の負担する債務に対する債務保証の最高限度及び毎事業年度内における債務保証の

最高限度 

11 森林組合連合会の設立の発起人となり、又はその設立準備会の議事に同意すること。 

12 組合若しくは森林組合連合会への加入又は組合若しくは森林組合連合会からの脱退 

13 この組合が加入している森林組合連合会の合併又は分割について同意すること 

14 農林中央金庫への加入又はこれからの脱退 

15 この組合の事業を行うため必要がある場合において、会社の株式を取得し、又は会社若しく

は団体（森林組合連合会及び農林中央金庫を除く。）に対し出資若しくは出えんをすること。 

16 その他理事会において必要と認める事項 

② 前項第15号の株式の取得、出資又は出えんについては、この組合の事業運営に及ぼす影響

が軽微なものと認められるものは、前項の規定にかかわらず、理事会においてこれを決する。 

 

 （緊急議案） 

第47条 総会においては、出席した正組合員の３分の２以上の同意を得たときに限り、第44条の規

定によりあらかじめ通知した事項以外の事項についても決議することができる。ただし第50

条各号〔特別決議事項〕に掲げる事項はこの限りでない。 



 

 （役員の説明義務） 

第48条 役員は、総会において、組合員から特定の事項について説明を求められた場合には、当該

事項について必要な説明をしなければならない。ただし、当該事項が総会の目的である事項

に関しないものである場合、その説明をすることにより組合員の共同の利益を著しく害する

場合その他正当な理由がある場合は、この限りでない。 

② 前項に規定するその他正当な理由がある場合とは、次に掲げる場合とする。 

１ 組合員が説明を求めた事項について説明をするために調査をすることが必要である場合（次

に掲げる場合を除く。） 

イ 当該組合員が総会の日より相当の期間前に当該事項を組合に対して通知した場合 

ロ 当該事項について説明をするために必要な調査が著しく容易である場合 

２ 組合員が説明を求めた事項について説明することにより組合その他の者（当該組合員を除

く。）の権利を侵害することとなる場合 

３ 組合員が当該総会において実質的に同一の事項について繰り返して説明を求める場合 

４ 前３号に掲げる場合のほか、組合員が説明を求めた事項について説明をすることができない

ことにつき正当な理由がある場合 

 

 （総会の議事） 

第49条 総会の議事は、出席した正組合員の議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

② 総会の議長は、出席した正組合員のうちから正組合員が選任する。 

③ 議長は、組合員として総会の議決に加わることができない。 

 

 （特別決議事項） 

第50条 次に掲げる事項は、総正組合員の半数以上が出席する総会において，出席者の議決権の３

分の２以上の多数で決しなければならない。 

１ 定款の変更 

２ 解散、合併又は分割 

３ 組合員の除名 

４ 事業の全部の譲渡又は第２条第１項第１号から第４号まで若しくは第６号から第８号ま

で若しくは第11号に掲げる事業の全部の譲渡 

５ 法第49条の３第４項の規定による責任の免除 

 

 （議決権の行使） 

第51条 組合員は、それぞれ一個の議決権を有する。ただし、准組合員は、議決権を有しない。 

② 正組合員は、第44条の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、代理人をもって議

決権を行うことができる。 

③ 前項の規定により議決権を行う者は、出席者とみなす。 

④ 第２項の代理人は，次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

１ 正組合員 

２ その組合員と同じ世帯に属する成年者 



３ その組合員の森林を管理する成年者 

⑤ 代理人は、５人以上の正組合員を代理することができない。 

⑥ 代理人は、代理権を証する書面を組合に提出しなければならない。 

⑦ 組合は、総会の日から３月間、代理権を証明する書面をその主たる事務所に備えて置かな

ければならない。 

⑧ 正組合員は、組合の業務時間内は、いつでも、代理権を証明する書面の閲覧又は謄写の請

求をすることができる。 

⑨ 組合は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、これを拒む 

ことができない。 

１ 当該請求を行う正組合員（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又 

は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

２ 請求者が組合の業務の遂行を妨げ、又は組合員の共同の利益を害する目的で請求を行った 

とき。 

３ 請求者が代理権を証明する書面の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三 

者に通報するため請求を行ったとき。 

４ 請求者が、過去２年以内において、代理権を証明する書面の閲覧又は謄写によって知り 

得た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるものであるとき。 

 

（書面による議決権の行使） 

第 51条の２ 正組合員は、第 44条の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面をも 

って議決を行使することができる。 

② 前項の規定により議決権を行う者は、出席者とみなす。 

③ 第１項の規定によって書面による議決権を行使しようとする正組合員は、あらかじめ通知 

のあった事項について、議決権行使書面にそれぞれ賛否を記入し、所定の欄に署名又は記名 

押印の上、総会の日の前日の業務時間の終了時（総会を招集する場合に定める事項として、 

理事会が特定の時（総会の日より前であって、総会の招集の通知を発したときから１０日を 

経過した日以後の時に限る。）を定めた場合は、その特定の時）までに組合に提出しなけれ 

ばならない。 

④ 提出された議決権行使書面の取扱いに関する事項は、議決の公正が確保されるよう規約で 

定める。 

⑤ 組合は、総会の日から３月間、第３項の規定により提出された議決権行使書面をその主た 

る事務所に備えて置かなければならない。 

⑥ 正組合員は、組合の業務時間内は、いつでも、第３項の規定により提出された議決権行使 

書面の閲覧又は謄写の請求をすることができる。 

⑦ 組合は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、これを拒む 

ことができない。 

１ 当該請求を行う正組合員（以下この項において「請求者」という。）がその権利の確保又 

は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

２ 請求者が組合の業務の遂行を妨げ、又は組合員の共同の利益を害する目的で請求を行った 

とき。 

３ 請求者が第３項の規定により提出された議決権行使書面の閲覧又は謄写によって知り得 

た事実を利益を得て第三者に通報するため請求を行ったとき。 



４ 請求者が、過去２年以内において、第３項の規定により提出された議決権行使書面の閲 

覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるものであると 

き。 

 

 （准組合員の発言権） 

第52条 准組合員は、総会において議長の許可を得て意見を述べることができる。 

 

 （総会議事録の作成） 

第53条 総会の議事については、次に掲げる事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

１ 総会が開催された日時及び場所 

２ 総会の議事の経過の要領及びその結果 

３ 次に掲げる事項について述べられた意見又は発言があるときは、その意見又は発言の内容の

概要 

イ 監事が、監事の選任若しくは解任又は辞任についての意見を述べたとき 

ロ 監事を辞任した者が、辞任後最初に招集される総会に出席して、辞任した旨及びその理由

を述べたとき 

ハ 監事が、理事が総会に提出しようとする議案及び書類、電磁的記録その他の資料を調査し、

法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認め、総会にその調査結果を報

告したとき 

ニ 監事が、総会において監事の報酬等について意見を述べたとき 

４ 総会に出席した役員の氏名 

５ 総会の議長の氏名 

６ 議事録を作成した理事の氏名 

 

 

   第６章  総 代 会 

 

 （総代会） 

第54条 この組合は、総会に代るべき総代会を設ける。ただし、総代会においては、総代の選挙を

することができない。 

② 総代会において組合の解散又は合併の決議があったときは、組合長は、当該決議の日から1

0日以内に正組合員に当該決議の内容を通知しなければならない。 

③ 総代会において既に決議した事項について総会において更にこれを決議することができる。

この場合において、総代会と異なるｋｒ次をしたときは、以後総会の決議に従う。 

  

 （総代会の組織） 

第55条 総代会は、総代によって組織する。 

 

 （総代の定数） 

第56条 総代の定数は２２８名とし、正組合員が正組合員のうちから選挙する。 



 

 （総代の選挙） 

第57条 総代の選挙については、附属書総代選挙規程の定めるところにより行う。 

 

 （総代の任期） 

第58条 総代の任期は、３年とする。 

② 附属書総代選挙規程第23条の規定による再選挙により就任した総代の任期及び同規程第25

条の規定により定数の補充によって就任した総代の任期は、現任者の残りの期間とする。 

 

 （総会の規定の準用） 

第59条 総代会には、この章に定めるもののほか、総会に関する規定を準用する。 

この場合において、第51条第４項中「次の各号のいずれかに該当する者」とあるのは「他の

正組合員」と、同条第５項中「５人以上の」とあるのは「２人以上の」と読み替えるものと

する。 

 

 

   第６章の２  理 事 会 

 

 （理事会の招集者） 

第59条の２ 理事会は、組合長が招集する。 

② 組合長が事故又は欠員のときは、あらかじめ理事会において定めた順位に従い、他の理事

が招集する。 

③ 理事は、必要があると認めるときはいつでも、組合長に対し会議の目的である事項を示し

て、理事会の招集を請求することができる。 

④ 前項の請求をした理事は、同項の請求をした日から５日以内に、その請求の日より２週間

以内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられないときは、自ら理事会を招集

することができる。 

 

 （理事会の招集手続） 

第59条の３ 理事会の招集は、その理事会の日の３日前までに、各理事及び監事に対してその通知

を発しなければならない。ただし、緊急の必要がある場合には、この期間を短縮することが

できる。 

② 理事会は、理事及び監事の全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく開くこと

ができる。 

 

 （理事会の決議事項） 

第59条の４ この組合の事業の運営につき、次に掲げる事項は、理事会において決する。 

 １ 事業を運営するための具体的方針の決定に関する事項 

 ２ 総会の招集及び総会に付議すべき事項 

 ３ 役員及び総代の選挙に関する事項 

 ４ 固定資産の取得又は処分に関する事項 



 ５ 参事及び会計主任の任免に関する事項 

 ６ 職員の給与に関する事項 

  ７ この組合の事業運営に及ぼす影響が軽微なものと認められる株式の取得、出資又は出えん 

 ８ 前各号のほか理事会において必要と認めた事項 

 

 （理事会の報告事項） 

第59条の５ 組合長は、次に掲げる事項を定期的に理事会に報告しなければならない。 

 １  組合員の加入及び脱退の状況 

 ２ 取扱高その他この組合の事業の実施状況 

 ３  理事会の決定に係る事項の処理状況 

 ４  前各号に掲げる事項のほか理事会において必要と認めた事項 

 

 （理事会の決議方法及び議長） 

第59条の６ 理事会の議事は、理事の過半数が出席し、出席した理事の過半数でこれを決する。 

② 前項の議事に特別の利害関係を有する理事は、その議決に加わることができない。 

③  前項の規定により議決に加わることができない理事の数は、第１項の理事の数にこれを算

入しない。 

④  組合長は、理事会の議長となる。 

⑤  理事会の議事については、議事録を作らなければならない。議事録には、議事の経過の要

領及びその結果を記載し、出席した理事及び監事は、これに署名又は記名押印しなければな

らない。 

⑥ 前項の議事録が電磁的記録をもつて作成されている場合における当該電磁的記録に記録さ

れた事項については、森林組合法施行規則第112条に定める署名又は記名押印に代わる措置を

とらなければならない。 

⑦ 理事会の決議に参加した理事であって前項の議事録に異議をとどめないものは、その決議

に賛成したものと推定する。 

⑧  第５項の議事録には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

  １ 開催の日時及び場所 

  ２ 理事会が次に掲げるいずれかにより招集されたものであるときは、その旨 

イ 組合長以外の理事が、組合長に対し、理事会の目的である事項を示して理事会の招集を請

求して招集された場合 

ロ 組合長以外の理事が、組合長に対し、理事会の目的である事項を示して理事会の招集を請

求したとき、組合長が理事会を招集する通知を発せず、当該請求をした理事が理事会を招集

した場合 

ハ 監事が、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき又は

法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認める場合において、組

合長に対し理事会の招集を請求して招集された場合 

ニ 監事が、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき又は

法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認める場合において、組

合長に対し理事会の招集を請求したとき、組合長が理事会を招集する通知を発せず、当該監事

が理事会を招集した場合 



  ３ 議事の経過の要領 

  ４  議案別の決議の結果（可決、否決の別及び賛否の議決権数並びに賛成した理事の氏名及び反

対した理事の氏名） 

５ 決議を要する事項について特別の利害関係を有する理事があるときは、当該理事の氏名 

６ 監事が、理事が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき又は法

令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認め、その旨を報告したと

きは、その意見又は発言の内容の概要 

７ 監事が必要があると認め、意見を述べたときは、その意見又は発言の内容の概要 

８ 補償契約に基づく補償をした理事及び当該補償を受けた理事の補償についての重要な事実の 

報告があったときは、その意見又は発言の内容の概要 

９ 理事会に出席した役員の氏名 

10 理事会の議長の氏名 

 

 

   第７章  事業の執行及び会計 

 

 （事業年度） 

第60条 この組合の事業年度は、毎年１月１日から１２月３１日までとする。 

 

 （専用契約） 

第61条 削除 

 

 （員外利用） 

第62条 この組合は、組合員の利用に支障のない限り、組合員以外の者に第２条第１項第３号及び

第21号の事業並びにこれらの事業に附帯する事業並びに第23号の事業並びに第２項第２号の

事業並びに第３号の事業及びこの事業に附帯する事業以外の事業を利用させることができる。

ただし、１事業年度において組合員並びに他の森林組合及びその組合員以外の者が利用する

ことができる事業の分量の額は、その事業年度において組合員並びに他の森林組合及びその

組合員が利用するその事業の分量の額を超えてはならない。 

② この組合は、前項の規定にかかわらず、組合員のためにする事業の遂行を妨げない限度に

おいて、国、地方公共団体、国立研究開発法人森林研究・整備機構、公益社団法人ふくい農

林水産支援センター又は森林組合法施行規則第１条第１項第４号に掲げる法人に第２条第１

項第２号から第４号まで、第６号、第７号、第９号から第11号まで、第13号及び第14号に掲

げる事業（同項第３号、第６号、第９号、第１３号、及び第１４号に掲げる事業にあっては

森林組合法施行規則第１条第１項第４号に掲げる法人に利用させる場合を除き、第９号に掲

げる事業にあっては、国及び地方公共団体に利用させる場合に限る。）並びにこれらの事業

に附帯する事業を利用させることができる。 

③ この組合は、第１項の規定にかかわらず、組合員のためにする事業の遂行を妨げない限度

において、組合員が森林所有者である森林と一体として整備することが必要であると認めら

れる森林（組合の地区内にあるものに限る。）に係る森林所有者に次に掲げる事業を利用さ

せることができる。 



 １ 第２条第１項第１号から第４号までに掲げる事業及びこれらの事業に附帯する事業 

 ２ 第２条第１項第７号及び第17号に掲げる事業であって、同項第２号に掲げる事業と併せ行う

もの（同項第７号に掲げる事業にあっては、木材に係る部分に限る。） 

④ この組合は、第１項の規定にかかわらず、組合員のためにする事業の遂行を妨げない限度

において、特定認定森林所有者（森林の保健機能の増進に関する特別措置法（以下「特別措

置法」という。）第６条第４項の特定認定森林所有者をいう。以下同じ。）である組合員が

その森林所有者である対象森林（特別措置法第６条第１項の対象森林をいう。以下同じ。）

と一体として森林の保健機能の増進を図ることが必要であると認められる対象森林（組合の

地区内にあるものに限る。）に係る特定認定森林所有者に、第２条第１項第13号に掲げる事

業を利用させることができる。 

⑤ この組合は、第１項の規定にかかわらず、組合員のためにする事業の遂行を妨げない限度

において、木材安定供給確保事業に関する計画の認定を受けようとする森林所有者に第２条

第２項第４号に掲げる事業を利用させることができる。 

⑥ この組合は、第１項の規定にかかわらず、組合員のためにする事業の遂行を妨げない限度

において、木材安定供給確保事業に関する計画の認定を受けた森林所有者である組合員がそ

の森林と一体として伐採及び木材の搬出を行うことが必要であると認められる森林に係る森

林所有者に、第２条第１項第７号に掲げる事業（木材に係る部分に限る。）を利用させるこ

とができる。 

⑦ この組合は、第１項の規定にかかわらず、組合員並びに他の森林組合及びその組合員が利

用する事業の分量の額に２を乗じて得た額の範囲内で、次に掲げる事業を組合員以外の者に

利用させることができる。 

 １ 第２条第１項第２号に掲げる事業（施業に係る部分に限る。） 

２ 第２条第１項第７号に掲げる事業（林産物を原材料とする燃料の販売に係る部分に限る。） 

 ３ 第２項第１項第20号に掲げる事業 

 

 （区分経理） 

第63条 この組合は、森林組合財務処理基準令第４条の規定に従い、第２条第２項第１号に掲げる

事業とその他の事業とを、同項第３号に掲げる事業とその他の事業とを、それぞれ区分して

経理するものとする。 

 

 （信託規程） 

第64条 この組合は、第２条第１項第３号に掲げる事業の実施に当たっては、信託規程の定めると

ころによるものとする。 

 

 （林地処分事業実施規程） 

第65条 この組合は、第２条第２項第１号に掲げる事業の実施に当たっては、林地処分事業実施規

程の定めるところによるものとする。 

 

 （共同施業規程） 

第65条の２ この組合は、共同施業規程の制定に当たっては、当該規程に対象地域を定めるものと

する。 



 （森林経営規程） 

第66条 この組合は、第２条第２項第３号に掲げる事業の実施に当たっては、森林経営規程の定め

るところによるものとする。 

 

 （林地供給事業実施規程） 

第67条 この組合は、第２条第１項第12号に掲げる事業の実施に当たっては、附属書林地供給事業

実施規程の定めるところによるものとする。 

 

 （余裕金運用の制限） 

第68条 この組合の余裕金は、次に掲げる目的以外の目的には運用することができない。 

 １ 信用事業を行う協同組合若しくはその連合会、農林中央金庫、銀行若しくは信用金庫への預

け金又は郵便貯金 

 ２ 国債証券、地方債証券、政府保証債券（その債券に係る債務を政府が保証している債券をい

う。）又は農林中央金庫その他の金融機関の発行する債券の取得 

 ３ 特別の法律により設立された法人の発行する債券（前号に規定する債券に該当するものを除

く。）の取得 

 ４ 銀行又は信託会社への金銭信託（元本補てん及び利益補足の契約があるものに限る。） 

 ５ 貸付信託の受益証券の取得 

 

 

 （預入れ先銀行及び金融債券等の種類） 

第69条 次に掲げる事項は、毎事業年度総会の決議を経なければならない。 

 １ 前条第１号の規定により預入れを行う協同組合若しくはその連合会、銀行又は信用金庫 

 ２ 前条第２号の規定により取得する農林中央金庫以外の金融機関の発行する債券の種類 

 ３ 前条第３号の規定により取得する債券の種類 

 ４ 前条第４号の規定による信託先銀行又は信託会社 

 ５ 前条第５号の規定により取得する証券の種類 

 

 （規 約） 

第70条 次に掲げる事項は、この定款に定めるものを除いて規約で定める。 

 １ 総会、総代会及び理事会に関する規定 

 ２ 業務の執行及び会計に関する規定 

 ３ 役員に関する規定 

 ４ 組合員に関する規定 

 ５ その他定款の実施に関して必要な規定 

 

 

   第８章  剰余金の処分及び損失の処理 

 

 （剰余金の処分） 

第71条 剰余金から、法定準備金に積み立てる金額、第29条の規定により繰り越す金額及び任意積



立金を積み立てる場合にあってはその金額を差し引き、なお残余があるときは、払込済出資

額に対する配当金、事業分量に対する配当金又は繰越金とする。 

 

 （配 当） 

第72条 出資に対する配当は、事業年度末における組合員の払込済出資額に応じてこれをするもの

とし、その率は、年７パーセント以内とする。 

② 事業分量に対する配当は、その事業年度内において取り扱った物の数量、価額その他事業

の分量を考慮して組合員の事業の利用分量に応じてこれをする。 

③ 前２項の配当は、その事業年度の剰余金処分案の決議をする総会の日において組合員であ

る者について計算するものとする。 

④ 第30条第２項の規定は、配当金の計算に準用する。 

 

 （損失の填補） 

第73条 この組合は、事業年度末に損失がある場合には、任意積立金、資本準備金、法定準備金及

び回転出資金の順に取り崩してその填補に充てるものとする。 

② 前項の損失の填補に充てるべき回転出資金の額は、当該事業年度末における各事業年度の

回転出資金の額の割合に応じてそれぞれこれを算定する。 

 

 

   附 則 

１ この定款の変更は、行政庁の認可を受けた日から効力を生じる。 

２ この定款の変更の際現に存する理事であって専務理事又は常務理事という名称を使用する理事

として理事会において選任されたものについては、変更後の定款第35条第２項の規定により選任

された専務理事又は常務理事とみなす。 

３ 定款第56条の改正後の総代選挙は、平成12年の任期満了時より適用する。 

（別表） 

 現物出資をする組合員 

 氏  名 出資の目的 価  額 出資口数 備  考  

  である財産     

 
     

 

 
     

 

 
     

 

 

平成 8年 4月 2日  第25・26・27・36・46・71・73条 一部改正 

平成10年 3月24日  第2・34・35・36・37・38・40・43・59・62条 一部改正 

平成12年 3月13日  第56条 一部改正 

平成13年 3月23日  第62条2項 一部改正 

平成15年 3月24日  第32条 一部改正 

平成16年 3月10日  第2条24号・第4条・第5条・第39条1項、2項、3項・第62条2項 一部改正 

平成18年 3月10日  第2・7・14・15・21・28・29・30・37・39・43・50・54・59・61・62条 



          一部改正 

平成19年 3月30日  改定 

平成25年 4月10日  第2条17項 一部改正  

平成27年 4月 1日  第2条22項・第62条2項 一部改正 

平成30年 3月10日  第2条4号･22号 ②項3号 第8条①項、第14条①項、3号･5号、第25条、 

第26条②項、第27条②項、第37条、第37条の2 ②項･③項、第46条2号、 

第62条②項、第66条、第67条、第73条①項･②項 一部改正  

令和 2年 8月24日  第44条③項 一部改正、第44条③項1号･2号･3号、第51条2①項･②項･③項･ 

④項･⑤項･⑥項･⑦項の追加 

令和 3年 4月19日  第32条 一部改正 

令和 4年 4月20日  第6条②項、④項1号、第6条の2、第7条②項1号･2号･3号･4号、第7条③項2 

号･3号、第7条④項、第8条①項、②項、第10条、第12条、第14条、第15条 

②項、第19条、第23条、第27条②項、第28条②項、第34条、第35条①項、 

⑤項、⑥項、第37条の2④項、第37条の3⑪項、第38条の3、第40条、第43 

条①項、②項、第44条③項、第45条①項、②項、第46条①項13号、②項、 

第47条、第50条①項2号･5号、第51条⑤項、第51条の2⑦項、第54条②項、 

③項、第59条、第59条の6、第59条⑦項、⑧項、第69条、第72条③項、第7 

2条別表 一部改正 

第26条①項、第61条 削除 

第26条③項、第31条③項、第35条④項、第37条の2④項、第38条の2①項、 

②項、③項、第46条①項6号、第50条①項4号、第51条⑨項･⑨項1号･2号･ 

3号･4号、第59条6⑥項、⑧項 追加 


